
法令及 び 当社定款第15条 の 定 めに 基 づき 、 当社 ウェブサイト
（https://www.i-globalsociety.com）に掲載することにより、株主の
皆さまに提供しております。

第12回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

新株予約権に関する事項
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
株主資本等変動計算書
個別注記表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
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第11回新株予約権

発 行 決 議 日 2019年３月14日

新 株 予 約 権 の 数 118個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の
種 類 と 数

普通株式　59,000株
（新株予約権１個につき500株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり570,000円
（１株当たり 1,140円）

権 利 行 使 期 間
2021年３月16日から
2029年３月14日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数　　　118個

目的となる株式数 59,000株

保有者数　　　　　　　２名

社 外 取 締 役

新株予約権の数　　　　－個

目的となる株式数　　　－株

保有者数　　　　　　　－名

監 査 役

新株予約権の数　　　　－個

目的となる株式数　　　－株

保有者数　　　　　　　－名

新株予約権に関する事項
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として
交付された新株予約権の状況

（注）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役又は従
業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正
当な理由のある場合はこの限りではない。その他の条件は、当社と新株予約権の割
当てを受けた者との間で締結した「新株予約権付与契約」で定めるところによる。
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(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
当社は、業務の適正を確保するための体制として、取締役会にて「内部統
制基本方針」を定める決議を行っており、現在当該基本方針に基づき内部統
制システムの整備・運用を行っております。その概要は以下のとおりです。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
取締役、従業員が、法令および定款を遵守し、企業倫理を尊重し行動す
るよう、顧客貢献、法令遵守、その他の社会的使命を果たすための指針を
経営理念に掲げ、かつ、その具体的な行動指針として、「コンプライアン
ス規程」を定め、その運用管理を担当するリスク管理・コンプライアンス
委員会を設置しております。代表取締役を委員長（コンプライアンス全体
に関する総括責任者）として、コンプライアンス体制の構築、維持及び整
備を行ってまいります。
内部監査担当が、会社規則、業務規程、マニュアル等各種規程に基づ
き、内部監査を実施し、監査報告および監査結果に基づく提言・勧告を取
締役および監査役に対して速やかに行うことにより業務執行をチェックし
てまいります。
内部監査担当又は外部弁護士事務所を通報先とする内部通報制度を実施

し、コンプライアンス上、疑義のある行為について取締役、従業員が社内
外の通報窓口を通じて会社に通報する体制を構築しております。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に関する情報について、管理基準および管理体制を

整備し、法令および「文書管理規程」等の社内規程に基づき適切に作成、
保存および管理を行ってまいります。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当会社に物理的、経済的もしくは信用上の損失または不利益を生じさせ
るすべての可能性に関するリスク管理について、「リスク管理規程」を制
定し、リスク管理を行う体制を整備しております。当社は、会社の経営危
機、リスクに対する対処方法及び管理の体制等について定めた「リスク管
理規程」を制定し、当該規程にそって適切な危機管理体制を整備しており
ます。
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危機発生を未然に防ぐため、内部監査担当は、定期的に業務監査実施項
目及び実施方法を検証し、法令又は定款違反その他の事由に基づき、損失
の危険のある業務執行行為が発見された場合には、発見された危険の内容
及びそれがもたらす損失の程度等について直ちに代表取締役および監査役
に通報するとともに、各担当取締役と連携しながらリスクを最小限に抑え
る体制を構築しております。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は経営戦略の創出および業務執行の監督および自己の職務を執

行いたします。取締役の業務分掌は取締役会にて定め、その責任と権限を
明確にしております。
取締役会を原則毎月１回開催し、経営上の重要な項目についての意思決

定を行うとともに、取締役の職務執行の状況を監督しております。

⑤監査役の監査に関する体制がその職務を補助すべき使用人を置くことを求
めた場合における当該使用人に関する事項
監査役より職務を補助するための使用人を置くことを求められた場合
は、取締役は監査役との協議のうえ、補助すべき使用人として、監査計画
に従い必要な人員を配置いたします。

⑥監査役を補助する使用人の独立性に関する事項
監査役の職務を補助する使用人は、取締役および執行役員の指揮命令を

受けないものとし、当該使用人の人事考課に関しては監査役が行い、人事
異動、懲戒その他の人事に関する事項の決定には監査役の同意を得ること
としております。

⑦取締役、従業員が監査役に報告するための体制およびその他監査役の監査
が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は取締役会のほか、重要な会議に出席することができます。
内部監査担当は、実施した内部監査の結果について、遅滞なく監査役に
報告しております。
取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき

は、直ちに監査役に当該事実を報告いたします。
取締役、従業員から監査役への報告は、常勤監査役への報告をもって行
い、常勤監査役はその他の監査役に当該報告を行っております。
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監査役は、必要に応じて取締役、従業員に業務に関する報告および指摘
事項に対する改善の状況に関する報告を求めております。
監査役への報告や相談を行った者に対して、不利な取扱いを行うことを
禁止しております。

⑧反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制
当社は反社会的勢力や団体とのあらゆる関係を遮断するため、社会的な
秩序を維持、尊重し、必要な場合には法的な処置を前提として、毅然とし
た態度で臨んでおります。
反社会的勢力や団体を排除するため、法と倫理に基づき行動することを
「反社会的勢力対応規程」に定め、全役員及び社員に周知徹底を図るとと
もに、具体的事案の発生時には、警察等関連機関や顧問弁護士などと緊密
に連携し、速やかに対処できる体制を確保しております。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、内部統制システムに関して、以下の具体的な取組みを行っており
ます。

①取締役の職務執行
当社の取締役会は４名で構成されており、うち１名が社外取締役となっ

ております。
取締役会は原則として毎月１回開催しており、経営の基本方針や重要事

項の決定及び取締役の業務執行の監督を行っております。
また、取締役会の議案については事前に全取締役・監査役に連絡し、議

事の充実に努めております。
なお、取締役会には、全ての監査役が出席し、取締役の業務執行の状況
を監視できる体制となっております。

②監査役の職務執行
当社の監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役２名（社外監査役）の
３名で構成されております。
監査役会は原則として毎月１回開催しており、各監査役の監査実施状況
の報告や監査役間の協議等を実施しております。
また、取締役会及びその他の重要な会議への出席を通じて、当社の経営
状況を監視するとともに、会計監査人や内部監査担当との間で定期的に情
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報交換を行うほか、適宜代表取締役よりヒアリングを行うことで、内部統
制システムの整備及び運用状況を確認しております。

③コンプライアンス体制の強化・推進
当社は、企業価値の持続的向上のためには、全社的なコンプライアンス

体制の強化・推進が必要不可欠であると認識し、「コンプライアンス規
程」を制定し、その周知徹底と遵守を図っております。
代表取締役社長を委員長とするリスク管理・コンプライアンス委員会を設置
し、研修等必要な諸活動を推進・管理しております。また、法令違反その他
のコンプライアンスに関する社内相談・報告体制として、内部通報制度を設
けております。
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(2021年４月 1 日から
2022年３月31日まで)
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

株主資本
合計 新株予約権 純資産

合計資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 59,901 682,026 161,875 843,901 △463,907 △463,907 439,894 432 440,327

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 328,189 328,189 328,189 656,379 656,379

当 期 純 利 益 44,433 44,433 44,433 44,433

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 ) －

当期変動額合計 328,189 328,189 － 328,189 44,433 44,433 700,812 － 700,812

当 期 末 残 高 388,091 1,010,215 161,875 1,172,091 △419,474 △419,474 1,140,707 432 1,141,140

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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工具、器具及び備品 ２年～４年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア（自社利用分）　　３～５年（社内における利用可能期間）

(2) 繰延資産の処理方法
株式交付費
　支出時に全額費用処理しております。

(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

(4) 収益及び費用の計上基準
当社は「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31

日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30
号　2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に
移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識しております。
① 企業の重要な事業における主な履行義務の内容

HR事業は、AI搭載エンジンにより社員や採用候補者の気質・コンピテンシ
ー・スキルを科学的に測定して能力を可視化する「GROW360」を利用したサ
ービスと、組織のDX推進における課題を解決すべく、Digitalへの感情バイアス
の可視化とDXに関する教育を行う「Dx GROW」を利用したサービスを主に大
企業向けに提供しております。

教育事業 は 、 生徒 の 能力 と 教育効果 を 可視化 する 評価 システム 「Ai 
GROW」、生徒の非認知能力（コンピテンシー）育成のための動画コンテンツ
およびシミュレーション 型起業家 トレーニング 教材 を 備 えた 「GROW 
Academy」、オンライン英語学習プラットフォーム「e-Spire」を提供しており
ます。
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② 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
サービスの提供内容に応じて、契約が異なり、履行義務の要件が異なることか

ら、契約内容に応じて収益を認識しております。
顧客との契約が、一定期間にわたり履行義務が充足される場合には、締結した

契約期間にわたって収益を認識しております。
顧客との契約が、顧客による検収を受けた時点で履行義務が充足される場合に

は、同時点で収益を認識しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
(1) 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下
「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又は
サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見
込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書
きに定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針
を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減
し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期
首残高への影響もありません。

(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基
準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月
４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める
新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる計算書
類への影響はありません。

また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内
訳等に関する事項等の注記を行うことといたしました。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,792千円

普通株式 4,390,800株

普通株式 341,500株

3. 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　41,004千円

(2) 計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①見積りの算出方法

当社は、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づ
く課税所得の見積りにより繰延税金資産の回収可能性を判断し、翌事業年度の課税所
得の見積額に基づいて繰延税金資産を算定しております。

②見積りの算出に用いた主な仮定
将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、翌事業年度の事業計画を基礎としてお

ります。当該事業計画は、受注見込み件数を当社が現在入手している市場動向、受注
状況及び今後の受注予測に基づき推測するとともに、受注金額は過去の受注案件の趨
勢、主要顧客の動向を踏まえた予測に基づき策定しております。なお、新型コロナウ
イルス感染症の影響については、限定的であるものと考えております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
課税所得の見積りの算出にあたって前提とした条件や仮定については、将来の不確

実な経済環境の変動の結果による影響を受ける可能性があり、当該影響に伴い業績予
測の見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算書類において認識する繰延税金資
産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

4. 貸借対照表に関する注記

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの
を除く。）の目的となる株式の種類及び数
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6. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　資金運用については安全性の高い預金等の金融資産で運用しております。
　営業債権である受取手形及び売掛金に関する顧客の信用リスクは、取引先の財務
状況や取引実績を評価し、それに基づいて取引限度額の設定・見直しを行うことに
より、リスクの低減を図っております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
また、長期貸付金は融資先の信用リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、本社オフィスを賃借する際に支出したものであり、預入先の
信用リスクに晒されております。
　営業債務である未払金、未払法人税等、未払消費税等及び預り金は、１年以内の
支払期日であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）

　営業債権及び長期貸付金については、販売管理規程に従い、管理部及び各営業
担当者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手先ごとに期日
及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を
行うことにより、信用リスクの軽減を図っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要
因を織り込んでいるため、異なる前提状況等を採用することにより、当該価額が
変動することがあります。

⑤ 信用リスクの集中
　当事業年度末における営業債権のうち47％が特定の大口顧客に対するものであ
ります。
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貸借対照表計上額
（千円)

時 価
(千円)

差 額
(千円)

(1) 敷金及び保証金(※)２ 8,147 8,151 △3

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 966,034 － － －
売掛金 192,060 － － －
合計 1,158,094 － － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

（※）１. 「現金及び預金」「売掛金」「未払金」「未払法人税等」「未払消費税等」
「預り金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも
のであることから、記載を省略しております。

２. 貸借対照表における「敷金及び保証金」の金額と金融商品の時価における「貸
借対照表計上額」との差額は、当事業年度末における敷金の回収が最終的に見
込めないと認められる金額（賃借建物の原状回復費用見込額）の未償却残高で
あります。

（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す
る相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１以外の
インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した
時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時
価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ
らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最
も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品
　該当事項はありません。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金及び保証金 ― 8,151 ― 8,151

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 175,746千円
未払事業税 3,881千円
未払賞与 1,562千円
減価償却超過額 69,240千円
その他 54千円

繰延税金資産小計 250,485千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △170,708千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △38,772千円

評価性引当額小計 △209,480千円
繰延税金資産合計 　41,004千円

②時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いて評価技法及びインプットの説明
敷金及び保証金
　将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の利回りで割り引いた
現在価値によって算定しており、レベル２の時価に分類しております。

7. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

8. 関連当事者との取引に関する注記
　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
合計

ＨＲ事業 教育事業 計

一時点で移転される財又はサー
ビス

373,319 62,735 436,054 436,054

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

63,927 220,727 284,655 284,655

顧客との契約から生じる収益 437,247 283,463 720,710 720,710

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 437,247 283,463 720,710 720,710

9. 収益認識に関する注記
(1) 顧客ごとの契約から生じる収益の分解情報

(2) 顧客ごとの契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「１．重要な会計方針に係る事項に関する

注記　(4)収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権は、貸借対照表上「売掛金」に含まれております。
契約負債は、主にサービスの提供前に顧客から受け取った対価であり、貸借対照表

上「前受金」に含まれております。
当事業年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金

額に重要性はありません。なお、当事業年度において、過去の期間に充足した履行義
務から認識した収益はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を

適用し、記載を省略しております。
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(1) １株当たり純資産額 259円79銭
(2) １株当たり当期純利益 10円90銭

10. １株当たり情報に関する注記

（注）１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益は、当事業年度に行いました株
式の分割が当事業年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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